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・保育・教育・福祉それぞれの現場経験のある著者が、「環境」における先行研究を

もとに相互インタビュー形式でディスカッションし、その共通点や相違点を検討した。 

共通点としては、①周り全てを「環境」として捉えていること、②APDCA サイクル 

で意図的・計画的に「環境」に関わること、③「環境」へのアプローチの対象として 

家族も含まれることが見出された。相違点としては、「環境」へのアプローチの方法 

が挙がり、保育では発達に必要な環境の構成・再構成、特別支援教育では一人一人の 

ニーズに応じた環境への働きかけ、社会福祉では支援としての環境調整と状況に応じ

た介入、という、それぞれ固有の「環境」の捉え方や生かし方があることを確認した。 

なお、援助・支援者の本人へのよりよい関わりの前提として、本人を中心とした様々 

な環境に存在する「価値」を、「個々に捉える視点」と「個々のつながりを捉える視 

点」と併せて理解することの重要性を示唆した。 

キーワード： 保育 教育 福祉 環境 

Ⅰ はじめに 

・本学子ども育成学部は、保育士、幼稚園・小学校教諭、社会福祉士の養成課程を有しており、

「教育と福祉のハイブリッド」を特色としている。保育・幼児教育や小学校教育、社会福祉の研

究分野では、「時系列的視点＝子どもの発達主体としての連続性の視点」と「空間的視点＝子ども

の育成をめぐる家庭・地域・社会環境の視点」を念頭においている 1。 

 本研究では、後者のキーワードである「環境」に視点を当て、保育・教育・福祉における共通点

や相違点を探っていくこととした。動機は、本学部で行ってきた研究交流サロンでの教員同士の

ディスカッションに端を発している。回を重ねるたびに、同じ「環境」という言葉を用いていて

も、それぞれに微妙なニュアンスの違いがあることや共通点を感じていた。また、近年、生態学

的（エコロジカル）な視点からのアフォーダンス理論 2 も各分野で重要視されるようになってき

ている。例えば、作業療法士の「エコロジカル・セラピー」について野村は、「あまりに単純な環

境は、制限された活動しかアフォードしないし、あまりに多様な環境は、新しい行為を獲得しよ
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うとする子どもたちには少々荷が重いかもしれない。（略）子どもたちとセラピストが共に環境を

模索し、環境に対しての働きかけ方、身体の使い方を共に発見することを通して知覚的な注意を

環境のアフォーダンスへと柔軟につないでいく」と語っている 5。このサポートは、まさに保育者

が行う援助と通底している。さらに、特別支援教育での「場の構造化」という用語を聞いて久し

いが、保育現場での環境の構成とどう違うのだろうか。そして、社会福祉で使われる「環境」は、

その人らしく生きるための生活環境や社会全体を指しているのだろうか。 

・これらの素朴な疑問から始まった問いを明らかにするために、本研究では、まず、小学校就学

前の子どもや障害をもつ子どもとその家族に目を向け、保育・特別支援教育・社会福祉における

「環境」について先行研究を概観し、それをもとに相互ディスカッションを通して共通点や相違

点を検討する。 

Ⅱ 保育・特別支援教育・社会福祉における「環境」 

1. 保育における環境

子どもの育ちの変化の社会的背景をみると、少子化、核家族化、都市化、情報化、国際化など

の急激な変化を受けて、人々の価値観や生活様式の多様化、人間関係や地域の地縁的なつながり

の希薄化、過度に経済性や効率性を重視する傾向、大人優先の社会風潮が見られるとの指摘があ

る。また、予測困難な時代、人工知能が急速に進化する時代が、地域社会における子どもの育ち

の環境や家庭における親の子育て環境を急激に変化させている 6。保育の側面からの課題は、待機

児童、虐待、家庭経済格差、地域格差、園間格差、体力低下や直接体験の減少、テレビゲームやイ

ンターネット等の室内での偏った体験、特別な支援が必要な子どもや多文化への対応、保育者不

足など多岐に渡り 7、最近では withコロナ、afterコロナでの保育のあり方と育ちの保障に及ぶ。

これにより、関係機関との連携や子どもや保護者を孤立させないシステム作り、時代に応じた現

職教育や保育者養成が求められている。 

 無藤ら（2019）は、子どもを取り巻く環境につ

いて、ブロンフェンブレンナー（1996）の 4 つの

システム（マイクロシステム、メゾンシステム、エ

クソシステム、マクロシステム）を以下のように説

明している。子どもにとってのシステムの内容と

関係を示すと、幼稚園や保育所などの子どもの具

体的な行動場面における活動、役割、対人関係のパ

ターンはマイクロシステム、家庭と幼稚園・保育

所、家庭と近所の友達など、マイクロシステムに含

まれる 2 つ以上の行動場面のつながりはメゾシス

テム、親の職場や兄弟の通う小学校など、子どもは

そこに直接参加していないが家庭や幼稚園などの

行動場面に影響を及ぼすつながりはエクソシステ

ム、社会や文化に特有の子育てについての価値観

など、すべてのシステムに一貫して存在する信念 図 1 無藤ら（2019）の作成図 8 
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やイデオロギーはマクロシステムに対応する 8。図 1より、4つの環境システムが互いに関連しな

がら子どもの環境を構成していることがわかる。本稿では、子どもにとってのマイクロシステム

に相当する保育・幼児教育施設での保育の環境について、主に法令や「環境」の捉えの変遷から、

保育者にとって必要な視点について述べていきたい。 

・保育・幼児教育施設は乳幼児にとっての身近な生活の場であり、小学校就学前の教育・保育を

受ける施設である。幼稚園という学校、保育所という児童福祉施設、その両方の機能を備え、教

育と保育を一体的に行う認定こども園があり、それぞれの教育・保育課程等を定めた「幼稚園教

育要領」「保育所保育指針」「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」（以下、「3法令」という。）

がある。いずれも子どもの心身の発達や家庭及び地域の実態に即した援助や支援の重要性につい

て述べられている。「環境」については、各々の目次だけを見ても、「環境を通して行う」教育・保

育、「保育の環境」、「計画的な環境の構成」、「環境の構成の意味」、身近な環境との関わりに関す

る領域「環境」、「適切な環境があること」、「環境への働き掛け」、「食育の環境の整備等」、「環境

及び衛生管理並びに安全管理」等、遊びや生活、設備等、様々な観点やレベルで記載されている。 

・この 3法令については、2017（平成 29）年 3月に三つ巴の改訂（定）となり、すべての幼児、

ひいては乳幼児の成長を助け、小学校以降の学校教育の基盤をつくるものとして共通化され 9、い

ずれも、幼児期における教育・保育の「環境を通して行う」重要性が説かれている。保育所は児

童福祉施設でありながら幼児教育を行う施設となり、保育、教育の文言の意味についても明確な

線引きはない状況となっている。また、保育を行う際には、教育にかかわるねらい及び内容とし

て 5領域があり、そのうちの一つである領域「環境」という「環境」の概念もある。松島（2016）

は、池田（2012）の論文 10から、「環境を通して行う」教育・保育という場合の「環境」は、保育

の環境全体に関わる教育・保育の方法であるのに対し、領域「環境」とは、幼児が環境について

経験する内容として用いられていることを一つの違いとして挙げている。結論として、「環境を通

して行う」というときの「環境」は保育者が子どもの発達を助長するために構成し続けていく環

境であり、領域の一つとしての「環境」は、子どもの発達を環境との関わりから捉えるための視

点であり、保育者が構成する環境を超えて子どもの発達につながる環境がある、と述べている 11。

子どもの内面に映る環境を捉える重要性が窺える。 

・さらに遡って「環境」を捉えると、1989（平成元）年の幼稚園教育要領・保育所保育指針の改

訂（定）において、領域「自然」が「環境」に変わったが、天野（2016）は、その理由として、

「体験を基盤に、感動と共にある好奇心を大事にすることが強調され、周囲の自然のみならず身

近なものや遊具に興味を持って関わることや、生活の中で文字や数字に関心を持つことなどもこ

の領域のねらいとなっている」ことを示し、この年の改訂では環境を広く捉えていた、と考察し

ている 12。また、松島（2016）は、領域「環境」は、子どもが「身近な環境」に目を向け、興味

をもち、実際に関わり、生活のなかに取り込んでいき、そうした環境との関わりのなかで、子ど

もが心を動かせているかどうかを捉えるための視点として設けられたと述べている 13。 

しかしながら、領域については、当初から「小学校以上の学校における教科とは、その性格を

大いに異にする」とされていたものの、小学校の学習指導要領や教育課程との関連から領域を教

科目のように扱ったり、保育者主導の授業のような保育が一部で行われていたりしたことから、

保育・幼児教育の独自性とその特徴を明確にするために、領域に関するねらいを踏まえ「環境を
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通して行う」ことが確認されたという 14。1989（平成元）年の改訂当時において、「環境を通して

行う教育」は「幼稚園教育のイメージ、保育の在り方を考えるときのもの」、領域「環境」は「『環

境にかかわる力』と『身近な環境にかかわる領域』」であると整理されていた 15。今日ではこのよ

うな保育の特性や保育が果たす役割を十分に理解し、育ちと学びの連続性を踏まえた幼小接続が

求められている。これらの経緯を踏まえ、次に、3 法令の共通点である「環境を通して行う」教

育・保育について整理する。 

・幼稚園教育要領では「環境を通して行う教育」が幼稚園教育の基本として位置づけられ、「幼稚

園教育においては、教育内容に基づいた計画的な環境をつくり出し、幼児期の教育における見方・

考え方を十分に生かしながら、その環境に関わって幼児が主体性を十分に発揮して展開する生活

を通して、望ましい方向に向かって幼児の発達を促すようにすること」16 と明記されている。ま

た、その特質として「幼児が、教師と共に生活する中で、ものや人などの様々な環境と出会い、

それらとのふさわしい関わり方を身に付けていくこと、すなわち、教師の支えを得ながら文化を

獲得し、自己の可能性を開いていくことを大切にした教育」としている。幼児の潜在的な可能性

は環境との相互作用で具現化されていくからである。保育所保育指針解説では「環境を通して行

う保育」と表記され 17、保育所の目的を達成するために、保育所における環境を通して、養護及

び教育を一体的に行う、としており、そのために「生活の中で興味や欲求に基づいて自ら周囲の

環境に関わるという直接的な体験」が必要であることが記されている。幼保連携型認定こども園

教育・保育要領解説では「環境を通して行う教育及び保育」18と表記されており、その内容につい

ては幼稚園教育要領解説に準じている。 

・また、この「環境」については「教育的に価値のある環境を計画的に構成していかなければな

らない」19とある。このことについて河邉（2009）は「素材・教材・遊具・道具・空間・時間な

ど、子どもを取り巻くさまざまな環境は子どもに働きかける。そして子どもはこの働きかけを受

け止めたり、受け止めなかったりして遊ぶ。したがって、これらが潜在的に保有している可能性

（潜在的な学びの価値）を知り理解することは子ども理解を助けるだろう。潜在的に保有してい

る可能性を保育者の視点から研究し、深めていく行為を一般的に『教材研究』というが、広くと

らえ、環境理解のための研究を進めることが必要である」と述べている 20。 

・いずれにしても、「環境を通して行う」教育・保育は、子どもが自ら関わろうとする環境を、保

育者が計画的に構成する教育・保育であることがわかる。では、環境を構成する、とはどういう

ことなのか。この点についても触れておきたい。 

 乳幼児期は一緒に生活する大人の影響を特に強く受けるため、保育者自身が子どもにとっての

重要な環境の一つであることを踏まえて環境を構成する必要がある。幼稚園教育要領解説では、

「物的、人的、自然的、社会的など、様々な環境条件を相互に関連させながら、幼児が主体的に

活動を行い、発達に必要な経験を積んでいくことができるような状況をつくり出すこと」である

と説明されており、そのための適切な環境条件として、遊具や用具、素材などの物的環境、その

場にいる友達や教師、そのときの自然事象や社会事象、空間的条件や時間的条件、さらには、そ

の場の雰囲気を挙げている 21。常に、幼児の興味や関心を大切にしながら、活動の充実に向けて

幼児と共に環境を構成し、再構成し続けていくことが述べられており、幼保連携型認定こども園

教育・保育要領解説についてもこれに沿った表現となっている。保育所保育指針解説では、目次
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としては挙がっていないが、保育の方法として、子どもが自発的・意欲的に関われるような環境

を構成すること、と表記されている。 

・以上、「環境を通して行う」教育・保育、領域「環境」、「環境の構成」の側面から「環境」を捉

えてきたが、保育においては、その子の育ちにふさわしい環境を保障できるかどうか、その専門

性が問われており、「環境」とは、子どもと保育者が織りなす二重性や相互性を帯びたものといえ

よう。 

 

2．特別支援教育における環境 

・文部科学省では、「特別支援教育」を、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体

的な取組を支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、その持

てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行う

教育 22と定義している。この「特別支援教育」は 2007（平成 19）年に学校教育法に位置づけら

れ、すべての学校において、障害のある幼児児童生徒の支援をさらに充実していく指針となった。 

・2021（令和 3）年 1 月の「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議」23によれ

ば、少子化により学齢期の児童生徒の数が減少する中、特別支援教育に関する理解や認識が高ま

り、加えて障害のある子供の就学先決定の仕組みに関する制度の改正等により、通常の学級に在

籍しながら通級による指導を受ける児童生徒が大きく増加し、特別支援学級や特別支援学校に在

籍する児童生徒の数も増加していると報告されている。 

・このような特別支援教育が浸透した背景にあるのは、WHO（世界保健機関）が 2001（平成 13）

年に「障害」の概念を ICIDH（国際障害分類初版）から ICF（国際生活機能分類）へと大転換し

たことが示唆されている。ICIDH では、障害を「機能・形態障害」、「能力障害」、「社会的不利」

の 3 つのレベルに分け、疾患が生じて機能障害となり、それによって能力障害が発生し、社会的

不利がもたらされるという一方向で考えられている。つまり、障害のある人の生活のしづらさは、

本人の障害が原因で発生するという捉えである。例を挙げると、脳性まひがあり車椅子を使用し

ている方が駅を利用できないとした場合、ICIDHでは、その原因は脳性まひにあるとし、脳性ま

ひがある限り、駅を利用することに困難が生じると捉えられる。 

・一方、ICF の根底となる考え方には「生活機能モデル」がある。この生活機能モデルの目的に

ついて、大川（2006）24は「“生きることの全体像”を示す“共通言語”」と表し、専門分野や異

なった立場の人々の間の共通理解に役立つことを目指していると述べている。ICF では、人間が

生きることの全体像を示す「生活機能」を「心身機能・身体構造」、「活動」、「参加」の 3 つのレ

ベルで捉え、この「生活機能」が何らかの理由で制限されている状態を障害と捉えている。 

・「生活機能」に影響する「背景因子」として、「環境因子」「個人因子」の二つがある。「環境因

子」には階段や段差・建物の構造・車いすなどの「物的環境」、家族や友達、教師などの「人的環

境」、法律やしくみ・福祉サービスや医療サービスなどの「制度的な環境」がある。「個人因子」は

年齢、性別、生活歴などを位置づけている。ICFの「構成要素間の相互作用の図」（図 2） 25では、

ほとんどすべての要素が双方向の矢印で結ばれていることが確認される。 

 大川（2006）26は、「すべてがすべてと影響しあう」相互作用モデルであること、影響の仕方に 

はマイナスの影響もあればプラスの影響もあるとし、影響の与え合いの内容・程度は一人ひとり 
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の例で違うことから、どの要素がどの要素に

どう影響しているのか具体的に捉えることが

重要であると述べている。井上（2019）27も、 

「生活機能という概念が functioning と動名

詞になっていることは動きのあるダイナミッ

クな概念であることを示唆する」としている。

前述の例で説明すると、脳性まひがあり車椅

子を使用されている場合でも、駅に設置され

たエレベーターを使用したり、駅員や周囲の 

方からの手助けを得られたりするといった環 

境があれば、駅を利用することは可能となる。すなわち、ICF においては、環境の調整によって

参加や活動の機会は変化するため、障害とは環境との相互作用であると言えるだろう。この ICF

の考え方について、佐藤（2005）28は「障害の現象（マイナス）だけを切り離してみるのではな

く、人間の生活機能（プラス）を見ることで本人ではなく環境を変えるアプローチの重要性も浮

かび上がる」とし、有松（2013）29は「『なにができないか』ではなく、学ぶために『なにが必要

か』への転換を図るもの」と述べている。 

・さらに、2012（平成 24）年には「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築の

ための特別支援教育の推進（報告）」30 が示された。この中では共生社会の形成に向けて、「同じ

場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して、自立

と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で

柔軟な仕組みを整備することが重要である。小中学校における通常の学級、通級による指導、特

別支援学級、特別支援学校といった、連続性のある「多様な学びの場」を用意しておくことが必

要である」としている。さらに、「基本的な方向性としては、障害のある子どもと障害のない子ど

もが、できるだけ同じ場で共に学ぶことを目指すべきである。その場合には、それぞれの子ども

が、授業内容が分かり学習活動に参加している実感・達成感を持ちながら、充実した時間を過ご

しつつ、生きる力を身に付けていけるかどうか、これが最も本質的な視点であり、そのための環

境整備が必要である」と明記している。 

・徳永ら（2008）31は「ニーズをどう捉えるかによって、指導や支援の方向性は大きく変わって

くる」とし、この教育的ニーズを幼児児童生徒の学びのニーズと捉え、豊かで確かな学びを支え

るのが特別支援教育において大切にすべきことであり、そのニーズを見定め、指導と支援の方向

を導くための一助となり得るものとして ICFを位置づけている。 

・つまり、子どものニーズを把握し、捉えたニーズに合わせて環境を整えるのは教師の重要な仕

事であり、教師は子どもにとって重要な環境因子であると言えよう。教師は子ども一人一人の障

害特性や理解の仕方、強さや困難さ等を把握し、子ども自らが「やりたい」「やれる」と思える見

通しと動機付け、「分かった」「できた」「もっとやりたい」と思える課題と環境を提示し、PDCA

サイクルによって柔軟に対応していくことが求められるだろう。そのことが、子ども自らが環境

に働きかけようとする主体的な学びにつながっていくのではないかと考える。 

・日隈ら（2019）32は「特別支援教育に関わる保育者・教員・支援員に求められる専門性は、社

図 2「ICFの構成要素間の相互作用の図」25 
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会情勢の変化に合わせ、多様化かつ深化した内容が求められている」と指摘する。今後ますます

多様化、グローバル化が予測される社会の中で、校内だけで完結しない支援の方向性と自立と社

会参加を見据えた環境の用意が重要であろう。子どもの最善の利益のために、学校教育は家庭や

関係機関、地域社会等と情報共有、連携を図りながら、人生の主役である本人を中心に、その生

活を多面的かつ総合的に見ていく視点も必要になってくると考える。 

・将来を予測することが困難な時代に、もはや既存の価値観では通用しない時代となっている。

子どもたちには、主体性をもって自己選択、自己決定し、自立と社会参加をしていく力が必要と

なってくる。このような多様性の時代の中において、特別支援教育は ICFの考えに基づく、環境

との相互作用を意識した取り組みがより一層求められていくのではないだろうか。 

 

3. 社会福祉における環境  

・近年、わが国において、少子高齢化や核家族化、高齢者世帯の増加、価値観の多様化、生活不

安の増大、犯罪や事件の深刻化などを背景に、社会福祉における状況や問題はこれまで以上に多

様化・複雑化している。地域社会においては、社会的孤立、ダブルケア、8050問題、虐待などの

複合的な課題が顕在化し、人生を通じて様々な生活課題（以下:ニーズ）を抱えながら生活してい

る人たちが増加している現状がある。個人の生活においては経済的な格差が広がり、これまでの

生活スタイルが維持できなくなる状況が生じ、生きづらさを抱えて生活する人や生活に困窮する

人も少なくない。また、その一方で、家族は核家族化が進み、一人暮らしや二人暮らしが増え、

これまで家族が担ってきた様々な機能が遂行できなくなっている。そして、地域は血縁、地縁、

社縁といった共同体の機能が脆弱化し、人口減少が本格化し高齢化が進む中、民生委員や自治会

役員等の担い手の確保に苦慮する状況が生じている。人びとが暮らす社会環境が変化することに

より、そこで生じるニーズも変化する。生活のしづらさはその人が生活する環境に大きく影響さ

れるものであり、その課題解決を進めていく上では、ニーズの背後には人が生活する環境として

の社会が存在する 33ことを認識することが必要である。 

社会福祉とはこのような人びとの生活を社会的に援助する目的をもった総合的施策であり、価

値や思想、人々の理解や協力を前提にしながら、その本質はこの理念を生活のなかに具体的に実

現するところにある 34。また、このような社会福祉が実効をもたらすためには、その目的の実現

への実践を通じた専門的な支援活動が必要であり、この科学的な活動への展開方法はソーシャル

ワークと呼ばれている 35。ソーシャルワークは、専門性を発揮して、自身の力や周囲のインフォ

ーマルな支援者の力を借りても充足できないニーズを抱える人びとと共に、それらに取組み、充

足を図るという役割を担う。人びとの生活においては、家族関係のニーズ、経済的ニーズ、社会

関係のニーズ、心理的精神的ニーズ、ケアに関するニーズ等、多様なニーズがある。このような

生活上のニーズの全体性、すなわち生活の全体性をみて、そのニーズ充足の過程において専門性

を駆使しながら、本人と共に歩んでいくことこそが専門職の役割 36である。 

・このソーシャルワークを展開する上で、重要視されているのが「人間」（person）と「環境」

（environment）の関わり合いに着目することである。ソーシャルワークの理論的な発展に大き

な影響を与えたリッチモンド（Richmond,M.E.）は、ケースワークを「人間と社会環境との間を

個別に、意識的に調整することを通してパーソナリティを発達させる諸過程から成り立っている」
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37 と定義し、その独自のアプローチは、個人の社会環境を通じて個人に戻るものであり、ソーシ

ャルワーカーの洞察には「個人の理解」と「環境の理解」があることを指摘している。また、シス

テム論のピンカスとミナハン（Pincus,A. and Minahan,A.）は、物理的環境や社会的環境が人間

の行動や態度に直接的な影響を与え、そこに存在する環境をソーシャルワーク実践の重要な概念

として位置づけている 38。人と環境は「環境」から切り離された「人」は存在せず、人は常に「そ

の状況の中」にいる 39。人の生活を支援する上においてはその状況としての「環境」を捉える視

点は不可欠なものである。 

・また、歴史的な展開において、ソーシャルワークの実践においては、エコシステム視座の重要

性が強調されるようになってきた。これは実践モデルではなく、実践を科学的に構想する視点で

あり、一つはシステム思考がもつ「要素の分析と統合」という視点と、生態学がもつ「人と環境」

との相互変容の関係から生活実体を生きざまとして捉える視点とを包括した方法的視座である 40。

エコシステム概念そのものはこのようなシステム論と生態学的視座の統合から生まれてきたもの

であり、マイヤー（Meyer,C.H.）によって理論化された。彼女はエコシステム視座が「ケースに

おける人と環境の変数が相互に関連し合っている全体状況を捉えていくのに役立つ視点を提供す

る」41 ものであるとし、実践のモデルではなく、メタ理論の枠組みであることを繰り返し指摘し

ている。これはソーシャルワーカーに人びとと環境の関係を概念化する方法を提供するものであ

り、ソーシャルワークの展開過程のアセスメントにおいて活用性の高いものであるといえる。 

・このエコシステム視座の背景を環境との関連からみてみると、次のように整理できる。まず、

システム思考とは、システムとはある実体の現実を把握するために、それを構成している秩序立

った要素と、その要素の結合がもたらす独特な生態的均衡関係からなる統合的全体性を意味する

概念であり、その実体を形式的に構造・機能・過程の三特性に分解しながら統合的に考察し、実

体の現実を把握するものとされている。その思考方法の一つには、人の生活を人と環境のシステ

ムからなる視野でとらえ、その生活を構成する領域を要素に分解し、構造化して把握することが

あげられており、生活における環境を構造的に捉える視点をもたらすものである。また、生態学

的視座とは、人間の生活という生きざまが、人と環境との相互変容関係より生成・循環されると

ころから、人の適応能力を高め、環境を整備することによって、再び両者の適合関係を改善する

よう働きかける発想であり、それによって生活が変容していく過程である 42とする考え方である。

すなわち、エコシステム視座においては生活を、人と環境をシステムの広がりとして構造的に捉

えるとともに、生活における人と環境の関係は両者への働きかけによって改善し、変容する過程

であるとする点にその特徴がある。このような人の生活をその全体的なシステムの広がりと過程

からとらえ、図示したものが図 3 の生活エコシステム過程である。この生活エコシステムは利用

者の生活の実体をイメージ図で表したものである。 

太田は、この図における「5 つの円盤は、ある時点における生活状況の特徴と流れを表すもの

で、固有な生活の構造や広がりと内容さらに変容を表示している。」43と説明している。このこと

から、この図の一つずつの円盤のなかには、人と人を取り巻く環境にある人や物などの社会資源

やつながりとしての関係が内包されていると考えることができる。また、このような円盤は時系

列変化とともに、生活過程として未来へと続いていくことを表わしており、人と環境は常に変化

し続けるものであると捉えることができる。 
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図 3 生活のエコシステム過程（太田義弘 2003） 

 

 

以上、社会福祉における環境をソーシャルワークの視点を中心に検討した。社会福祉において、

環境は生活を支援する重要な要素である。人の生活には環境があり、ニーズはその環境で生活す

る個人が抱えるものである。このニーズを解決するには人と環境で構成されるシステムに着目し、

その適合に向けて支援を展開することが必要である。本人の環境をシステムの広がりとして、ま

た、時間の流れによって変容するものとして理解することが社会福祉の専門職に求められる視点

であると考えられる。 

 

Ⅲ 分析・考察 

・これまで、保育・特別支援教育・社会福祉における「環境」について先行研究を概観してきた

が、それをもとに、それぞれの分野における「環境」についての共通点や相違点を検討すること

とした。そこで、「環境」を生かす保育者、教師、ソーシャルワーカー（以下、援助・支援者）の

視点や関わりについては、実践経験を踏まえ、相互インタビュー形式で情報を出し合い、ディス

カッションを行った。実施については 2021（令和 3）年 2月にインターネットを介した通信シス

テム（Zoom）を用いた。ディスカッションの時間は 2時間である。 

・その結果、いくつかの共通点が明らかになった。まず、援助・支援者の視点としては「本人の

周りのすべてが『環境』であると捉えていること」44が挙げられる。具体的には、家族や援助・支

援者はもちろんのこと、保育所や学校及び施設、近隣、地域の活動、それぞれのつながりも含め

た本人以外のもののすべてを環境として捉えているところが共通していた。また、環境に対する

認識としては、「本人は自分の力で自分の環境を変えることは困難であることが多く、本人への保

育や特別支援教育、社会福祉を実践するには援助・支援者が環境を整えることが重要であると考

えていること」があげられた。そして、環境に向けての援助・支援者からのアプローチとしては、

「意図的・計画的に環境をつくり、整えていること」が共通していた。また、その際に「関わる前

には『環境の評価』（Assessment）を行っていること」「環境をつくり、整える際は PDCA サイク

ルで実施し、援助・支援者間の連携が行われていること」や、「そのアプローチの対象としては、

親等の家族に対するものが必ずといっていいほど含まれていること」が確認できた。 

・このような一連の共通点から、保育者、教師、ソーシャルワーカーは、本人の環境を理解して
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関わることが必要であり、その理解には、環境にあるものを「個々に捉える視点」と「個々のつ

ながりを捉える視点」が重要であることが確認できた。図 4 のように、本人を中心に視点を置く

と、本人には家族や援助・支援者が存在し、本人やその家族、援助・支援者がつながっている環

境には、保育所、こども園、学校や施設があり、それは家族の職場や家族同士のつながり、近隣

や地域のつながりへと広がる。 

・また、援助・支援者の本人へのよりよい関わりには、この広がりとそのつながりを理解するこ

とが必要であり、その理解にはそれぞれに存在する価値を捉えることが重要であると考えられる。

この価値というのは、先述したブロンフェンブレンナーの 4 つのシステムから発想を得たもので

ある。 

・なお、ディスカッションを進める中で、援助・支援者からの環境へのアプローチにおいて、保

育では援助として発達に必要な「環境を構成する・再構成する」といった状況をつくる展開がな

されているのに対し、特別支援教育では支援として一人一人のニーズに応じた環境への働きかけ

が同時に行われ、社会福祉では支援として環境を調整し、状況に応じた介入がなされるといった

相違点が見えてきた。このことから、環境を捉えて理解し、関わっていくことを重視している点

では共通しているが、実際にアプローチを行う方法には違いがあるといえる。そして、このよう

な環境は、「つくること」「構成すること」「整える」ことによって変化するものであり、それによ

ってそれぞれの価値も連動して変化することが考えられる。援助・支援者には本人と環境の相互

のつながりを意識して関わっていくことが求められるのである。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4 保育・特別支援教育・社会福祉における環境とのつながりと価値の連動 

 

 

Ⅳ まとめと今後の展望 

 本研究では、保育・特別支援教育・社会福祉における「環境」について、先行研究をもとにディ

スカッションを行い、検討してきた。図 5にあるように、保育と特別支援教育に共通している点、

保育と社会福祉に共通している点、また、特別支援教育と社会福祉に共通している点があり、保

育・特別支援教育・社会福祉と 3 つの分野に共通している点があるものの、それぞれの分野にお

いて固有の「環境」の捉え方や生かし方があることを部分的ではあるが確認できた。 

 

本人 
(価値) 

 

 

支援者 
(価値) 

 

幼稚園・保育所・こども園(価値) 

学校 
(価値) 

施設・機関 
(価値) 

家族の 
職場等 
(価値) 

相互のつながり 

近隣 
(価値) 

地域 
(価値) 

家族 
(価値) 
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環境の 

調整 

一人一人のニーズに応じた

環境への働きかけ 

主体性を

引き出す

環境 

なお、各分野から確認された「環境」は、援助・支援者の立場、また、それぞれが捉える現時点

での概念や枠組みから語られているため、同じ分野の中でも違う視点や視野、視座から「環境」

を捉えることで、別の景色がみえてくることが推察できる。また、依然として言葉の吟味やそれ

ぞれの位置づけについての整理はできていないが、最終的には、生まれてから命を全うするまで

の「環境」を、各分野の教員が共有し見通すことで、段差のない円滑で適切な援助・支援が可能

になると思われる。そして、得られた知見を養成校として、学生や現場実践者への教育・支援に

生かすことができればと考えている。今後は、各分野での実践内容や方法をより具体的に考察し、

現場感覚を有する視点からの丁寧な分析を進めながら、「環境」に潜在する価値を深く捉え、紐解

いていきたい。 
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